
た
だ
し
、
こ

の
国
民
負
担
率
と
い
う
指
標
に
は
少
々
注
意
が
必
要
だ
。
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
匡
民
負
担
率
が
臼

・ 
8
%

と
は
言

っ
て
も
、 

国
民
負
担
率
は、

D

P
の
約

3
分
の
2
が
租
税

・
社
会
保
険
料
と
し
て
持

っ
て
い
か
れ
る
と

い
う
わ
け
で
は
な
い。

租
税
・
社
会
保
険
料
の
負
担
が
国
民
所
得
に
占
め
る
割
合
を
指
し
て
い

る
の
で
あ
り
、 

に
占

G

G

D
P

め
る
割
合
で
は
な
い
か
ら
で
あ
る
。
国
民
所
得
と
は
、

国
内
総
生
産
か
ら
間
接
税
を
引
い
た
額
で
あ
る 

(よ
り
正
確
に

言
え
ば
、

さ
ら
に
補
助
金
が
加
わ
る)。

し
た
が

っ
て、

間
接
税
の
役
割
が
大
き
い
国
ほ
ど
、

国
民
負
担
率
を
計
算
す

る
際
の
分
母
と
な
る
国
民
所
得
が
小
き
く
な
る
た
め
、
た
と
え
租
税
・

社
会
保
険
料
の
負
担
の
胤
僕
が
同
じ
で
も
国
民

負
担
率
は
大
き
く
な
っ

て
し
ま
う。

こ
の
た
め
、
グ
ロ
ー
バ
ル
比
較
を
す
る
際
に
は、

国
民
所
得
で
は
な
く 

に
占
め
る
租
税
・
社
会
保
険
料
の
負

担
の
割
合
を
国
民
負
担
の
指
標
と
し
て
見
る
方
が
よ
り
適
切
だ
。
こ
れ
を
見
る
と
、

日
本
は
幻

・
6
%
、
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
は

4
・
6
%。
つ
ま
り
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
で
は

G
D
P
の
半
分
近
く
が
租
税

・
社
会
保
険
料
と
し
て
徴
収
き
れ
て
い

る
の
で
あ
る
。

同

フ
ラ
ッ
ト
な
負
担
|

|
社
会
保
障
は
リ
ス
ク
の
シ
ェ
ア
リ
ン
グ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
は
平
等
な
所
得
再
配
分
を
行

っ
て
い

る
固
だ
か
ら
、
低
所
得
者
に
は
税
率
が
低
く
、
高
所
得
者
ほ
ど

税
率
が
高
く
な
る
と
い
う
累
進
性
の
強
い
税
制
体
系
を
持
ち
、
ま
た
、
企
業
に
対
す
る
法
人
税
も
非
常
に
重
い

の
で
は

な
い
か
と
考
え
る
方
も
多
い
だ
ろ
う
。
ま
た
、
社
会
保
障
の
様
々
な
政
策
に
充
て
ら
れ
る
主
た
る
財
源
も
、

社
会
保
険

料
の
ほ
か
に、

G
D
P

高
所
得
者
に
高
い
累
進
で
謀
せ
ら
れ
る
所
得
税
や
企
業
の
法
人
税
が
多
く
を
占
め
る
と
考
え
る
人
も
い

る
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
、
そ
れ
は
誤

っ
た
認
識
だ
と
言
わ
ざ
る
を
得
な

い
。
意
外
に
思
わ
れ
る
か
も
し
れ
な
い
が
、

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

の
税
負
制
や
社
会
保
障
負
担
の
大
部
分
は
、

低
所
得
者
に
も
高
所
得
者
に
も

一
定
の
率
で
課
せ
ら
れ
る

フ
ラ
ッ
ト
な
定
率
負
担
に
よ
る
も
の
な
の
で
あ
る
。

(注) カッコ内の量~6IIは、 国 ・地方製収全体に内める桝合。 各校の授収割合を合針する と 100"6
を超えるのは、所得艇の控除分が国税から納税者に償還されているためである。� 

l

テ
イ
ン
グ

(
県
)
の
税
収
と
な
り
、
医
療
や
公
共
交

通
に
充
て
ら
れ
る
。
市
税
に
あ
た
る
コ

ミ
ュ 

ン
税

ン 

(市
)
の
税
収
と
し
て
、

保
育
、

5
l
2
に
示
す
よ
う
に
、
定
率
の
負
担
は
、

図
表 

地
方
所
得
税
、
社
会
保
険
料、

消
費
税 

(
H
付
加
価

値
税
)
か
ら
な
っ
て

い
る。

地
方
所
得
税
の
う
ち
、

県
税
に
あ
た
る
ラ
ン
ス
テ
イ

ン
グ
税
は
、
ラ

ン
ス

は
、
コ
ミ
ュ 
l

学
校
教
育
、
高
齢
者
福
祉、

会
サ
ー
ビ
ス
の
現
物
給
付
や
、

障
害
者
福
祉
な
ど
の
社

生
活
保
護
に
用
い
ら

れ
る
。
住
民
の
日
々
の
生
活
に
密
着
し
た
こ
れ
ら
の

サ
ー
ビ
ス
は
、

各
住
民
が
所
得
に
対
し
て
同
じ
割
合

て
成
り
立

っ
て
い
る

で
納
め
る
定
率
の
負
担
に
よ

の
で
あ
る
。

%) 

(5%) 

(7法人税

環境税

その他

同
じ
こ
と
は
年
金
や
、

失
業
手
当
、
疾
病
手
当
、

育
児
休
業
手
当
な
ど
の
社
会
保
険
制
度
に

つ
い
て
も

い
え
る
。
こ
れ
ら
の
財
源
は
社
会
保
険
料
で
あ
る
が
、

こ
れ
は
給
与
所
得
に
対
し
て
、
家
計
が

7
%
(年
金

保
険
料
)
、
企
業
が
出
・ 

4
%
(自
営
業
者
の
社
会

定額の所得移転

その他の国税 生活保護以外の社会扶助

資本所得税 (4%) 園の一般行政

(6%) 
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さ
て
、

コ
ミ
ュ
�
 

一
定
の
料
率
を
納
め
る
。
も
う
ひ
と
つ
�
 

国
税
と
し
て
政
府
の

一
般
会
計
に
因
さ
れ
る
。
以
上
の
3
つ
の
定
率
負
担
を
合
計
す

2 
ス
ウ

ェ
ー
デ
ン
の
所
得
税
に
は
定
率
の
地
方
所
得
税
だ
け
で
な
く
、
国
税
の
所
得
税
も
あ
る
。
こ
れ
は、

高

所
得
者
の
み
が
納
め
、
所
得
に
応
じ
て
税
率
が
2
段
階
(
却
%
、
お
%
)
あ
る
累
進
課
税
で
あ
る
。
た
だ
し
、
こ

の
税

が
税
収
全
体
に
占
め
る
割
合
は
わ
ず
か
3
%
に
す
ぎ
な
い
。
そ
の
他
の
国
税
を
見
て
み
る
と
法
人
税
が
占
め
る
割
合
も

非
常
に
低
い

こ
と
が
分
か
る
。
ス
ウ

ェ
ー
デ
ン
は
、

法
人
税
率
が
お

・
3
%
と
日
本
よ
り
も
は
る
か
に
低
く
、
先
進
国

以
上
の
点
を
ま
と
め
れ
ば
、

ス
ウ

ェ
ー
デ
ン

の
税
・
社
会
保
険
料
負
担
の
基
本
は
定
率
負
担
で
あ
り
、
法
人
税
や
累

進
課
税
で
あ
�
 国
税
所
得
税
が
税
収
に
占
め
る
割
合
は
、
非
常
に
わ
ず
か
な
も
の
に
す
ぎ
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

社
会
保
障
を
支
え
る
財
源

本
節
で
は、

前
節
で
説
明
し
た
機
々
な
税
負
担
に
つ
い

て、

よ
り
詳
し
く
見
て
い
く。

川
国
民
全
員
が
担
す
る
地
方
所
得
税

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
地
方
自
治
は
、
わ
が
国
で

い
う
都
道
府
県
に
相
当
す
る
ラ
ン
ス

テ
イ

ン
グ
と
市
町
村
に
相
当
す
る

管
幣
す
る
行
政
領
域
が 1・

保
険
料
は
お
・
�
 9
7
%
と
若
干
低
い
)
と
企
業
負
担
が
家
計
よ
り
も
重
い
が、

の
定
率
負
担
で
あ
る
消
費
税
は、

る
と
、

国
・

地
方
の
税
収
・
社
会
保
険
料
収
入
合
計
の
実
に
お

%
を
占
め
る
。

の
中
で
は
ち
ょ
う
ど
平
均
に
位
世
す
る

l
ン
に
よ
っ
て
執
り
行
わ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
�
 

H
本
の
よ
う
な
上
ド
関
係
は
な
い

3

異
な
っ
て
い
る
た
め
、
両
者
が
対
等
の
3
場
に

あ

る

か

だ
。
こ
れ
ま
で
何
度
か
触
れ
て
き
た
よ
う
に
、
ラ
ン
ス
テ
イ

ン
グ
は
住
民
に
対
す
る
社
会
サ
ー
ビ
ス
の
う
ち
医
療
を
管
轄
し
て

い
る
ほ
か
、

文
化
活
動
や
地
域
の
公
共
交
通
も
担
当

し
て

い
る
。

こ
れ
に
対
し
、
コ
ミ
ュ
�
 
l
ン
は
保
育
・
学
校
教
育
・
高
齢
者
福
祉
・

障
害
者
福
祉
な
ど
の
社
会
サ
ー
ビ
ス

廃
棄
物
処
理
・
リ
サ
イ
ク
ル
な
ど
の
広
範
な
業
務
を
管
絡
し
て

い
る
。

の
ほ
か
、

生
活
保
護
の
給
付
や
都
市
計
画、

ラ
ン
ス

テ
イ

ン
グ
の
数
は
れ
、
コ
ミ
ュ
�
 
1
ン
の
教

は

2

O
だ。

ラ
ン
ス

テ
ィ

ン
グ
の
大
き
さ
は
様
々
で
あ
り
、
大

l

き
い
も
の
は

ス
ト

ッ
ク
ホ
ル
ム
県
(
2
0
2
万
人
)
、
ヴ
ェ
ス
ト
ラ

・
ヨ
�
 
タ
ラ
ン
ド
県

(
1

ゴ
ッ
ト
ラ
ン
ド
県
�
 (6
万
人
)
と
差
が
大
き
い
。

人
)
に
対
し
、
�
 

コ
ミ
ユ
�
 1
ン
も

7 

l

ト
き
い
も
の
は
イ
エ
ム
ト
ラ
ン
ド
県
(
円
以
万
人
)
、

問
機
に
大
き
さ
は
様
々
だ
。

一
番
大
き

い
も
の
は
ス
ト
ッ
ク
ホ
ル

ム

(
お
万
人
)
、
ヨ
�
 テ
ボ
リ

(
日
万
人
)

で
あ
る

の
に
対
し
、

一
番
小
さ

い
も
の
は
ソ

ッ
シ
ェ
レ
�
 

ホ
ル
ム

0
0

9
年
末
の
も
の
�
 
)
0
 

*
 

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
地
方
自
治
の
単
位
は
、
こ
の

ラ
ン
ス

テ
イ

ン
グ
と
コ
ミ
ュ
�
 
ン
で
あ
る
が
、
こ
れ
と
は
別
に
国
の

地
方
出
先
事
務
所
と
し
て
の
役
割
を
果
た
す
レ
�
 ン
庁
と
い
う
組
織
も
存
在
す
る
。
こ
の
組
織
は
、
各
種
認
可
手
続
き

(
2
7
4
3
人
)
、
�
 

l

ピ
ュ
�
 

(2
5
0
0
人
)
だ

(
人
口
は

2

林
野
管
理
な
ど
の
業
務
を
担
当
し
て

い
る
。

や
地
域
経
済
振
興

・
地
域
発
展
計
画、

行
政
の
役
割
分
担
の
話
が
出
た
つ
い
で
に
、
中
央
政
府
(
国
)
の
役
割
に
つ
い
て
も
触
れ
て
お
こ
う
。
中
央
政
府
は
、

*
ラ
ン
ス
テ
イ
ン
グ
に
代
わ
っ
て
レ
ギ
オ
ン
と

い
う
自
治
体
を
設
置
す
る
動
き
も
あ
る
。
基
本
的
に
は
ラ
ン
ス
テ
ィ

ン
グ
と
同
じ
も

l

の
で
あ
る
が、

通
常
の
ラ
ン
ス
テ
ィ
ン
グ
の
業
務
に
加
え
て
、
本
来
は
レ
�
 

薗
の
機
能
を
統
合
し
た
も
の
で
あ
る
。
1
9
9
7
年
か
ら
試
行
さ
れ
て
い
る
も
の
で、

現
在
は
ス

タ
ラ
ン
ド
県
の
2
県
が
適
用
を
受
け
、
ラ
ン
ス
テ
イ
ン
グ
で
は
な
く
レ
ギ
オ
ン
を
名
乗
っ

て
い
る。� 

コ
l
ネ
県
と
ヴ
エ
ス
ト
ラ
・
ヨ
l

(
O
E
C
D
)

l

l
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ン
庁
が
担
当
し
て
い
る
地
減
経
済
振
興
・
地
銭
発
展
計




